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⼈材育成体系の構築⽀援に関するご紹介

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨
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⼈材を育成するために必要な構成要素とは
• ⼈材育成のために必要なのは、研修だけではありません。ジョブ・ローテーションや職位への登⽤などと連動させ、実践

的な業務を通じて⼈材が成⻑するような、体系的な仕組みづくりが求められます。
• ⽇本総研では、⼈材育成体系（⼈材育成のためのインフラ）の構築から、具体的な施策の設計・検討までを

⼀貫してご⽀援します。

基盤となる⼈事制度（等級・評価・報酬等）

⼈材ビジョン
の実現

修羅場の経験

本⼈の成⻑意欲

配置異動
（ローテーション）

Off-JT
（研修）

OJTの仕組み
⾃⼰啓発⽀援の仕組み

職務経験

• 修羅場を計画的に与える
 困難な課題設定・解決の体験
 プロジェクト・リーダーへの登⽤
 役職登⽤
 出向、海外赴任 等

• OJT指導者の教育
• OJTツールの整備
• ⽬標管理制度との連動

• モチベーションのさらなる刺激
• 成⻑意欲の強い⼈材の選別

• 「教育研修体系図」に基づく計画的な実施

• 等級制度や⼈事評価制度との連動⾶躍する機会

右
の
要
素
を
組
み
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せ
て
組
織
的
・
継
続
的
に
育
成

ポイント

• 「キャリアマップ」に基づく計画的な実施
• 社内公募など、⼿上げできる仕組みの導⼊

⼈材を育成するために必要な構成要素と、それぞれのポイント

出所︓⽇本総研作成
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⼈材育成体系構築のステップ
• ⼈材育成体系を構築する際は、具体的な⽅法論を検討する前に、「⼈材育成ポリシー」や「期待される⼈材像」を

明確にすることが重要です。
• このような⽅針や⼈材像に基づいて教育ニーズを洗い出したうえで、前ページで⽰すような構成要素に落とし込みなが

ら、具体的な内容を検討します。（実際の推進⽅法は、ご要望に応じて設定します。）

STEP1 ⼈材育成ポリシー（基本とする考え⽅）の明確化

STEP2 期待⼈材像の明確化

STEP3

STEP4

STEP5

 経営戦略や事業戦略の実現のために⼈材育成をどう位置づけるのか（どのような
⼈材を採⽤し、どう育成していくのか）、その基本的な考え⽅を⾔語化する

 階層別や職種別に、期待される能⼒・知識・経験などを具体化する
 等級制度や評価制度との整合性を担保する

 教育ニーズ（＝STEP2で整理した期待される⼈材像と現状のギャップ）を洗い出す

 STEP3の教育ニーズを満たすために必要な構成要素を検討し、「⼈材育成の
インフラ」として全体像を整理する（※前ページ参照）

 STEP4で整理した構成要素それぞれについて、具体的な施策・内容を検討する
(教育研修体系の整備、キャリアマップの策定、⼈事制度の⾒直し、OJTの仕組み化等）

出所︓⽇本総研作成

⼈材育成体系構築のステップ

期待⼈材像の明確化や教育ニーズの収集・棚卸しは、複数の視点を組み合わせて検討を進めることが重要となる（次ページ参照）

教育ニーズの収集・棚卸し

必要な構成要素の検討・整理

構成要素別に具体化
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社員として
働いていくうえで、
⾝に着けたい、

現状⾜りていないと
感じている知識・
スキル・経験等

期待⼈材像の明確化、教育ニーズの収集・棚卸しを⾏う際の視点
• 「期待⼈材像の明確化」や「教育ニーズの収集・棚卸し」を⾏う際は、多⾓的な視点から検討する必要があります。
• 下図は、複数の視点を組み合わせて検討を進める場合の⼀例です。

各部⾨で伝承すべき、
伸ばすべき

知識・スキル・
マインド・経験

各部⾨で既に
実施している
育成施策

階層別・等級別に
必要となる

知識・スキル・
マインド・経験

左図の「視点」との関係性

⑤④③②①実施すべき取り組み（⼀例）

●●経営層を対象にしたインタビュー

●●各部⾨を対象にしたインタビュー

●●各部⾨における現在の育成施策の棚卸し

●社員向けのアンケート
（教育を受ける⽴場のニーズ収集）

●●●●上記を踏まえたディスカッション

貴社の社員として
⼤切にすべき考え⽅
（社是や、今後の

変化を踏まえ、
持つべきマインド、
現状⾜りていない

意識、知識・スキル等）

2

3 4

5

「どのような育成⼿法が必要なのか」を検討するための視点

社員共通 階層別（等級別）
（タテの整理）

職種別（部⾨別）
（ヨコの整理）

社員として
⼤切にすべき考え⽅
（理念や、今後の

変化を踏まえ、
持つべきマインド、
現状⾜りていない

意識、知識・スキル等）

1

必要な視点と、実施すべき取り組み

出所︓⽇本総研作成
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アウトプットのイメージ ｜ 教育研修体系（階層別や職種別の研修メニュー）①
• STEP５で「教育研修体系」を整備することになった場合、職種別・階層別に期待される能⼒・知識を明確にしたうえ

で、体系図や研修コンテンツを作成します。下図は、その流れとアウトプットの⼀例です。

⼀般職 基幹職
チーム⻑

上級基幹職

次⻑ 部⻑

全員共通

४
⑄
ঈ
別

ＰＭ

マネジメント基礎⼒
研修

⽬標管理研修 次⻑年次研修

ﾋﾞｼﾞﾈｽｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
研修

2年・3年次
フォローアップ研修

指導員研修

キャリアアップ研修

プロジェクトマネジメント
基礎研修

プロジェクトマネジメント実践⼒強化研修
（進捗管理編）

プロジェクトマネジメント実践⼒強化研修
（リスク管理編）

OS／
サーバ Linuxシステム管理⼊⾨研修

データ
ベース

Oracle Database研修
（ブロンズ︓DBA）

Oracle Database研修
（シルバー︓運⽤） etc...

etc...

ｾｷｭﾘﾃｨ 情報セキュリティ技術の
基礎 etc...

ビジネスアナリシス研修

総合 ＩＴインフラ構築実践研修
（初級編）

ＩＴインフラ構築実践研修
（上級編）

ロジカルシンキング研修
（初級編）

ロジカルシンキング研修
（上級編）

問題解決⼒強化研修

ファシリテーション研修

etc...

etc...

評価者研修

新任次⻑研修 新任部⻑研修

部⻑年次研修

【凡例】内製型研修
外部研修

制作系企画・営業・管理系、運営系企画・営業・管理系、運営系、制作系

専⾨職専⾨職組織マネジメント
ウェブデザイン、コンテンツ制作、プログラミング（クライアント

側）、プログラミング（サーバー側）、テスト（デバッグ）、
インフラ設計・構築、システム保守など、制作系に関連する
すべての分野について知識、経験を有し、全体の調整や複
数分野に跨る問題の解決を⾏うことができる能⼒⽔準

マーケティングマネジメント、販売チャネル戦略、マーケットコ
ミュニケーション、モバイルコンテンツ制作等に精通した最⾼
度の専⾨職として、企業利益を先導・創造する業務を遂
⾏するために必要な能⼒⽔準

⼤規模組織の責任者として、広範かつ統合的な判断及び
意思決定を⾏い、企業利益を先導・創造する業務を遂⾏
するために必要な能⼒⽔準

モバイルコンテンツ制作に関する最新の技術⼒を発揮し、顧
客等から⾼い信頼を得られる業務を遂⾏するために必要な
能⼒⽔準
プロジェクトチーム等のリーダーとして適正な品質を保持し、

決められた期間内に業務を遂⾏するために必要な能⼒⽔
準

販売チャネル戦略、マーケットコミュニケーション、モバイルコン
テンツ制作等に精通した⾼度専⾨職として、管理運営、計
画作成、業務遂⾏、問題解決等を⾏い、企業利益を創
出する業務を遂⾏するために必要な能⼒⽔準

中⼩規模組織の責任者として、上位⽅針を踏まえて管理
運営、計画作成、業務遂⾏、問題解決等を⾏い、企業
利益を創出する業務を遂⾏するために必要な能⼒⽔準

職務に関する専⾨分野の向上や拡⼤を⾏うために必要な
能⼒⽔準
プロジェクトリーダー等に求められた時に、適切な提案を⾏う

ために必要な能⼒⽔準
プロジェクトチーム等の⼀員として任せられた仕事を責任を

持って遂⾏するために必要な能⼒⽔準

グループやチームの中⼼メンバーとして、組織のマーケット戦略等を踏まえつつ、創意⼯夫を凝らして⾃主的な判断、改善、
提案を⾏いながら業務を遂⾏するために必要な能⼒⽔準

担当者として、上司の指⽰・助⾔を踏まえてルーチン的業
務を確実に遂⾏するために必要な能⼒⽔準

担当者として、上司の指⽰・助⾔を踏まえてルーチン的業務を確実に遂⾏するために必要な能⼒⽔準

レベル

４

３

２

１

ঞ
ঋ
ঝ
॔
⑁
উ

①
階層別に求められる
知識・能⼒の明確化

 期待⼈材レベルに到達するために必要と
なる知識・能⼒の体系表

 階層別・職種別の期待⼈材レベル

教育研修体系図 研修プログラムの仕様書
（概要をまとめたカタログ）

各研修の
プログラム詳細化 各研修のテキスト 各研修の

講師向けマニュアル

研
修
体
系
全
体
の
設
計

各
研
修
भ
作
ॉ
ऒ
ा

教育研修体系を整備する際の流れと、アウトプットのイメージ

 職種別・階層別に期待
さ れ る 能 ⼒ ・ 知 識 の
明確化

 既存の等級制度・評価
制 度 に 関 連 付 け て
検討することも有⽤

②
教育・研修内容の
体系化

③
研修のコンテンツ
整備

 ① で 整 理 し た 知 識 ・
能⼒を養成するための、
「教育体系図」の策定

 体系化した「各研修の
仕様書」の作成

 ②で作成した仕様書に
基づく、研修のコンテン
ツ開発

 研修講師を外注する
場合は、委託先の選定

出所︓⽇本総研作成
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アウトプットのイメージ ｜ 教育研修体系（階層別や職種別の研修メニュー）②
• 教育研修体系で⽰された内容は、⼈事評価や昇給・昇格等の⼈事制度に反映され、また、仕事（実務）そのものに

直結していることが重要です。
• 下図は、上記の考え⽅に基づいて構築した企業の事例です。

２．ＯＪＴ ３．自己啓発

〔１〕階層別教育 〔３〕能力開発教育

マネジメント オペレーション 営業開発 管理・・・

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

一般

資格
等級

職能
階層

経営職

管理職

研　修　体　系

１．ＯＦＦＪＴ

〔２〕機能別教育（実務専門教育）

監督職

目
標
管
理
・
考
課
者
訓
練

労
務
管
理

数
値
管
理

選
抜
教
育

問
題
解
決
力
等

対
人
影
響
力

プ
レ
ゼ
ン

ビ
ジ
ネ
ス
・
ス
キ
ル

海
外
派
遣

アセスメント

新任管理職研修

新任監督職研修

フォローアップ研修

新入社員研修

導入前研修

中
途
採
用
者
研
修

語
学
学
習
支
援

通
信
教
育
支
援

資
格
取
得
支
援

パ
ソ
コ
ン
学
習
支
援

外
部
セ
ミ
ナ
ー
派
遣

成
果
確
認
表
に
よ
る
目
標
設
定
と
確
認

品
質
管
理

衛
生
管
理

調
理
技
能

健
康
・
栄
養
管
理

（
献
立
作
成

）

メ
デ

ィ
カ
ル
専
門
業
務
・
・
・

店
舗
管
理

（
サ
ー
ビ
ス
運
営
管
理

）

・
・
・

・
・
・

OJT

キャリアパス 評価

⾃⼰啓発⽀援

業務遂⾏

配置・異動

研修履修

⼈材活⽤

⼈材育成

昇給・昇格教育研修体系

⼈事制度

仕事（実務）

連
動
ऋ
重
要

出所︓⽇本総研作成
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アウトプットのイメージ ｜ 計画的な配置・異動を⾏うための「モデルキャリアパス」
• 計画的なジョブ・ローテーション（配置・異動）は、社員の中⻑期的な成⻑を⽀える重要な取り組みの⼀つであり、

この指針として「モデルキャリアパス」を策定することが有⽤です。
• 下図は、部⾨をまたいでキャリアアップしていく想定で策定した企業の⼀例です。

店舗系・運営サポート系キャリア 管理系キャリア商品部系キャリア

（注）すべての役職を表⽰しているわけではありません。 レベルアップのカギとなる経
験・実績等

【凡例】

⾮
管
理
職

管
理
職

ゼネラルマネジャー
店舗運営部・店舗サポート部・営業企画部

マネジャートレーナー

ゼネラルマネジャー
販売統括部

エリア売上の⼤幅拡⼤実績 エリア戦略の企画⽴案経験

店⻑の補佐経験 店舗運営全般に関する習熟

売場改善実績

販売促進策の
企画⽴案経験

スタッフの指導経験

計数管理の実施経験

リーダーシップの
発揮経験

売場改善実績

リーダーシップの
発揮経験

担当業務の
改善実績

業務改善実績 業務運営計画の企画
⽴案経験

スタッフの指導経験

店⻑ スーパーバイザー
バイヤー

副店⻑ アシスタントスーパーバイザー
トレーナー

チーフ（販売）
⽣鮮部⾨ ⾮⽣鮮部⾨

担当部⾨の
販売拡⼤実績

リーダーシップの
発揮経験

販売担当

⽣鮮部⾨ ⾮⽣鮮部⾨ チェッカー

アシスタントバイヤー

商品戦略企画⽴案経験

商品戦略企画の補佐経験

アシスタントマネジャー

ゼネラルマネジャー
商品統括部

ゼネラルマネジャー
管理部

ゼネラルマネジャー
商品部・センター

ゼネラルマネジャー
総務部・⼈事部・経理部

⽣産性指標の
改善実績

部⾨業績の⼤幅
拡⼤実績

経営戦略企画
⽴案経験

⼤型店・旗艦店の店⻑経験不振
店舗の⽴て直し経験

部⾨業績の⼤幅
拡⼤実績

経営戦略企画
⽴案経験

⽣産性指標の
改善実績

チェッカー 販売エキスパート

商品担当 管理事務担当

管理エキスパート
（事務）商品エキスパート

Ｓ検マネジャー２級
Ｓ検チェッカー１級

⾷品衛⽣管理者

Ｓ検マネジャー２級
Ｓ検チェッカー１級

⾷品衛⽣管理者 事務業務全般に関す
る習熟

Ｓ検
マネジャー3級
チェッカー2級

Ｓ検
マネジャー3級
チェッカー2級

Ｓ検
ベーシック1級
チェッカー3級

Ｓ検
ベーシック1級
チェッカー3級

関連する資格・
検定・講習等の例

仕⼊れ業務全般に
関する習熟

出所︓⽇本総研作成
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お問い合わせ先

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨
E-mail:rcdweb@ml.jri.co.jp

【東京】
〒141-0022
東京都品川区東五反⽥2丁⽬18番1号 ⼤崎フォレストビルディング

〒550-0001
⼤阪市⻄区⼟佐堀2丁⽬2番4号 ⼟佐堀ダイビル

【⼤阪】


